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「エネルギー基本計画（令和7年2月）」では、関連するテーマが
どのように記述されているか？

２．需要側の省エネルギー・非化石転換
（１）基本的考え方
我が国では、化石燃料への過度な依存から
脱却し、エネルギー危機にも耐え得る需給
構造への転換を進めるため、徹底した省エ
ネルギーに向けた取組を進めてきた。
化石燃料の大宗を海外からの輸入に依存す
る我が国において、徹底した省エネルギー
の重要性は不変であるが、今後、２０５０
年カーボンニュートラルに向けて更に排出
削減対策を進めていく上では、需要サイド
の取組として、徹底した省エネルギーに加
え、電化や非化石転換が占める割合も今ま
で以上に大きくなると考えられる。特に、
非電力が占める割合は約７割と高く、今後
は熱需要の脱炭素化が重要となる。

このため、電化が可能な分野においては、Ｓ＋３Ｅのバ
ランスを確保しつつ、電源の脱炭素化と電化を推進して
いくことが求められる。併せて、２０５０年カーボン
ニュートラル実現に向けては、電化が困難であるなど、
脱炭素化が難しい分野においても脱炭素化を推進してい
くことが求められるため、天然ガスなどへの燃料転換に
加え、水素等やＣＣＵＳなどを活用した対策も進めてい
く必要がある。
その際、こうした排出削減対策は、温室効果ガスの限界
削減コストが相対的に高い対策も含まれるため、脱炭素
化に向けた取組に伴うコスト上昇を最大限抑制するべく、
経済合理的な対策から優先して導入することが不可欠で
ある。このため、今後は、各対策がＣＯ２をどれだけ削
減できるかという観点から、省エネルギー、電化、非化
石転換などの選択肢を総合的に勘案した上で、コスト最
適な手段を用いて政策を進めていく必要がある。

Ⅴ．２０４０年に向けた政策の方向性



需要側のカーボンニュートラルに向けたイメージと取り
組みの方向性

資源エネルギー庁 改正省エネ法解説ホームページより 一部アニメ加工



「エネルギー基本計画（令和7年2月）」では、関連するテーマが
どのように記述されているか？

Ⅴ．２０４０年に向けた政策の方向性

（４）産業・業務・家庭・運輸部門に求められる取組

②業務・家庭
業務・家庭部門においては、住宅・建築物は一度
建築されると長期ストックとなる性質上、速やか
に省エネルギー性能の向上を進めるとともに、非
化石転換やＤＲも推進していく必要がある。
（略）
これらに加え、家庭部門の非化石転換やＤＲも併
せて進めていく観点から、家庭部門のエネルギー
消費の約３割を占める給湯器の省エネルギーや非
化石転換の加速、ＤＲに必要な機能の具備の促進、
開示を通じたエネルギー供給事業者の取組強化な
どの制度面での対応を進める。

支援措置については、これらの規制や制度による
手法と併せて、ＺＥＨ基準の水準を大きく上回る
省エネルギー性能等を有する住宅などの導入に対
する支援を行う。さらに、既存住宅・建築物の省
エネルギーを進めるため、断熱窓への改修や高効
率給湯器の導入も含めた住宅の省エネルギー改修、
建築物の省エネルギー改修を支援する。
また、ヒートポンプ給湯機やハイブリッド給湯機、
家庭用燃料電池といった高効率給湯器の導入や、
設置スペース等の都合から高効率給湯器の導入が
難しい賃貸集合住宅向けには、潜熱回収型給湯器
の導入を支援する。



１ 木質ペレットストーブが省エネ基準対象設備になることの意義
２ webプロ掲載後の実情
３ 見込み
４ why？
５ どうするか？
６ 改正建築物省エネ法が 新規技術の発展を阻害する「規制の虜」に
ならないために







一般社団法人原子力文化振興財団 ホームページより

一次エネルギーと二次エネルギー





建築研究所
「住宅に関する省エネル
ギー基準に準拠したプログ
ラム」現行版

暖房機のリストに「ペレッ
トストーブ」が掲載され、
一次エネルギー消費量計算
できるようになった
現在の計算結果は「化石燃
料同等」

カーボンニュートラ
ル性が評価されな
い！
薪ストーブは1,2年の試験結
果蓄積の上、掲載検討中



建築研究所
「住宅に関する省エネル
ギー基準に準拠したプログ
ラム」現行版

現在の計算結果は「化石燃
料同等」
一次エネ等級４BEIを満たす
には他の省エネ設備の数値
で稼がなければならない





正直、混乱する！

断熱等級？
えーと、
一次エネルギー消費量等級？

認定低炭素住宅？
長期優良住宅？
省エネ適合？

ZEH？
ZEH＋

HEAT20？

よくある誤解
「ZEHが義務化された」
新築時太陽光発電を義務化した
東京都だと更に誤解

2024年10月~
認定低炭素、認定長
期優良住宅ともに
断熱等級５以上
一次エネ等級6以上
に格上げされた！



JCCCA 全国地球温暖化防止活動推進センター





１ 木質ペレットストーブが省エネ基準対象設備になることの意義

• 化石・電力から ペレットストーブに変更するだけで 環境・社会に大きく
貢献（ただし）

• 住宅の暖房設備として、快適な温熱環境の実現に貢献（異論あり）
• 民生分野、特に住宅で消費されるエネルギー（排出する化石燃料由来CO2）

を大きく削減できる
※ただし、木質バイオマスのカーボンニュートラル性が加味されれば
• 省エネ計算の対象機器となることで、認知・採用の機会が増える

（ことを業界としては期待）
• 日本のエネルギー消費の特徴から考える 冬期、寒冷地、降雪量



１ 木質ペレットストーブが省エネ基準対象設備になることの意義

1-1 2020年省エネ基準義務化の頓挫前
1-2 検討再開 2025年4月 省エネ基準義務化に向けて
1-3 独自JIS（試験法）の策定へ



• １ 木質ペレットストーブが省エネ基準対象設備になることの意義

1-1 2020年省エネ基準義務化の頓挫前

公開されている報告、投稿を参照いただければ概要がわかる

「ZEB/ZEH における木質バイオマスの利用可能性調査」報告書
一般社団法人日本木質バイオマスエネルギー協会 令和6（2024）年3 月

「省エネ基準適合義務化とペレットストーブの暖房機器としての評価」
ペレットクラブ ブログ 2025年05月04日



• １ 木質ペレットストーブが省エネ基準対象設備になることの意義

1-1 2020年省エネ基準義務化の頓挫前

2014年12月3日

2016年9月5日
通算6回目のTG

「平成26年度住宅省エネシステム検討委員会②設備込基準検討WG 暖冷房・換気
設備SWG 木質燃料ストーブTG」開始
（事務局 一般社団法人日本サステナブル建築協会）

TG主査による総括
「効率と試験規格は一段落したが、省エネ基準への読み替えなど別途打ち合わせて
頂きたい」

残る主要な課題は 「未処理負荷」、「一次エネルギー換算係数」
の２点と理解した（小林）





PDF開く

YKKAP他でも類似のシ
ミュレーションがサービ
スされている











• １ 木質ペレットストーブが省エネ基準対象設備になることの意義

1-1 2020年省エネ基準義務化の頓挫前

以降、検討が一切停止。問合せも無回答。TGは委員に告知もされず霧消した

2020年に予定されていた省エネ基準義務化と木質ストーブのwebプロ掲載は、関連して
はいるが別の問題。義務化頓挫しても粛々と進めておけば、今回に至る混乱は避けられ、
木質の可能性、評価は変わっていたのではないか、と思う（悔やまれる）。

その間に、我々は会員数、熱意、期待、実務体制など多くを失った。

制度を活用しつつ、暮らし・環境・森林と木材・地域産業に貢献しようという目論見は
広がることはなく、ペレットストーブに対する支援策は自治体による補助金（地域差あ
り）が慣例になった。



• １ 木質ペレットストーブが省エネ基準対象設備になることの意義

1-1 2020年省エネ基準義務化の頓挫前

制度ができなくてもやらなければならないことはある。
課題と問題の未然防止を考えた。

・不適切な工事は高気密化された現在の住宅にダメージを与える可能性

・換気システムによるペレットストーブの燃焼への影響の仕組みを理解し、完全燃焼を
損なわないセッティング技量を高める

・ペレット使用による環境影響（サプライチェーンで懸念のあるペレットが、安価で流
通してしまうと、生産地にダメージ、日本の森林資源を使えるという潜在的な可能性が、
これまた頓挫していく可能性）



• １ 木質ペレットストーブが省エネ基準対象設備になることの意義

1-2 検討再開 2025年4月 省エネ基準義務化に向けて

1. TG合意点 EN引用した基準（JIS化しない）
2. ENをベースにJIS化 著作権・フリービューイング問題で頓挫
3. JIS化前提の独自基準 薪ストーブ業界サイドは早期にこの方針



• １ 木質ペレットストーブが省エネ基準対象設備になることの意義

1-2 検討再開 2025年4月 省エネ基準義務化に向けて
今回必要になるのは「試験法JIS」であり「製品JIS」ではない

試験 採用可否 公開性

EN全引用JIS 全項目踏襲がCENが許可する条件（一部除外可）
EN品 不要
日本製品 必要

規格使用ロイヤリティ生じない
著作権により規格非公開となる
ため採用できない。JISでは公開
（フリービューイング） CEN交渉直前（？） 公開

EN部分引用JIS
EN品 不要
日本製品 必要

部分引用でロイヤリティ発生
フリービューイング問題

フリービューイングが解消されればこれがベス
ト 公開

独自JIS
 国交省要請

実質的にEN部分引用に近くCENから異議申し立て
可能性？

★EN品 再試験
日本製品 必要

webプロに載せるためだけの目
的で策定する実態・哲学なき外
形 薪ストーブ業界はこれを選択 公開

業界基準
EN準拠

TG段階の合意

「EN14785規格認証品かこれに準じた試験結果を
証明できるもの」
認定された「省エネ機器」としてwebプロで計算
できる対象となるストーブは次の３項をすべて満
たすものとする。
１ 出力、効率および離隔の試験をPSJが指定した
検査機関で受け、結果を証明できるもの。
２ ストーブ機種はPSJの承認を受けた機種。
３ PSJが開催する講習を受講済であり、かつPSJ
の承認を得た設置販売業者が設置販売するもの。
３項すべてを満たさないストーブは当面「その他
の暖房機」とする

EN品 不要
日本製品 社内試験でOKと
するケースもあるかも

EN規格認証機種であっても日本
国内ではそれをもって認証され
たとはみなされないため、指定
検査機関での試験が必須とな
る。
試験機関としては上越環境科学
センターか日燃検を想定
規格適合の証明は？

2025年からはこれでスタートし、2030年を目途
に試験法・製品JISを策定を目指す

？
非公開
（EN番号
のみ）

小林が自分が理解するために表に整理したもの



• １ 木質ペレットストーブが省エネ基準対象設備になることの意義

1-2 検討再開 2025年4月 省エネ基準義務化に向けて

1. TG合意点 EN引用した基準（JIS化しない）
2. ENをベースにJIS化 著作権・フリービューイング問題で頓挫
3. JIS化前提の独自基準 薪ストーブ業界サイドは早期にこの方針

これら、特に 2. 3. は相手（欧州側）、国内規格化支援機関もあることなので、検討にいち
いち時間を要した。2025年4月に間に合わない！

・「規制」開始に向け、国土交通省も多数のタスクを抱えており、全分野に配慮した対応ができ
ないのは理解できる。が、

・2025年4月前までにwebプロ掲載の確約、そのための条件で合意に至る



• １ 木質ペレットストーブが省エネ基準対象設備になることの意義

1-3 独自JIS（試験法）の策定へ

・一社日本暖炉ストーブ協会らの主導で
「住宅用木質固体燃料燃焼機器の試験方法JIS原案作成委員会」発足

・国内関連JIS、ENを参考にしつつも独自JISを策定開始

・独自にしたことで、真似しただけではわからなかったことが委員間で認識された
やりがいもあったが

・「JIS S 3051：家庭用木質バイオマス燃料燃焼機器の試験方法」 完成間近



家庭用固体燃料燃焼機器の試験方法
出力・効率を算出する計算式の検討

小林 2024年9月23日版

JIS策定委員会 分科会への説明・提案用にまとめたもの
※抜粋



• 関連する既存JIS規格 および EN規格を参照しつつも、独自の
「家庭用固体燃料燃焼機器の試験方法」JISを策定する

• 両規格の計算は前提、説明がないまま数式だけ与えているので検
証が難しいところがある（特にEN）

• ゼロベースから「化学的数値」に基づき、効率・出力計算式を導
出する。

• 両規格にある化学的（燃焼熱等）また科学的（実測値からの回帰
式等）計算式を解読し参照する

• 将来的に、JISとENを相互融通できる可能性も想定し、「独自」
としつつも同等の計算結果を導けるか検証した



• EN14785（ペレット）／16510（木質総合）
• JIS S 3031「石油燃焼機器の試験方法通則」
• JHIA JHIA N - 5651 「木質系バイオマス燃焼機器の試験方法通則」
• JISB8222 「陸用ボイラ－熱勘定方式」

そもそも 既存関連規格はどのようなものがあるか？



排熱＋蒸発潜熱
不完全燃焼分（主にCO）

燃えさし

総熱出力

試験燃料質量

低位発熱量

図出典：「木質バイオマスストーブ普及のための環境ガイドライン」環境省
平成23 年度地球温暖化対策と大気汚染防止に資するコベネフィット技術等
の評価検討委員会 掲載の図に筆者加筆

（入熱） （各Q 項が損失）

「Q」は最終的にはJISの記号に合わせ「L」（Loss）に変える



JIS S 3031 EN （14785/16510）
高発ベース
・高発＋顕熱 が基準となる
・蒸発潜熱（L4）を全体から引
く

低発ベース
・排ガス潜熱のみ引く

効率・出力計算のベース熱量

：kJ/m3・℃

：kJ/kg・℃
（数表から値を出す）

ともに kJ/m3・K
（工業数学的に導く）

定圧比熱の単位

質量から
※L1にC:1kgあたりの発生ガス
量の項（1.867m3N）を要する
0.7はS1kg燃焼でのガス発生量

体積から
※ → 質量に換算する

熱損失（ or ）
算出のための各成分量（質量 or 体積）

1276712644不完全燃焼（化学的）熱損失
CO（＋ S？PM？）の発熱量 [kJ/m3N]

cf. CO：12,630 ［kJ/m3N］

想定せず
→ JISB8222-1993
陸用ボイラ－熱勘定方式
を参照する

からq を計算燃えさし

ENとJISの比較



= − × −0.536 × + + × 1.92 × +100

ΔT
排気中の炭素分による
熱損失項（CO2換算）

[℃] [kg/m3] %(vol)

%
(mass)[kJ/m3 K］

[kJ/kg]

CO2 体積→質量換算
1kmolの「C」は、

質量：12 kg
体積：22.4 m3 （CO、 CO2とも）⇛ 12[kg] / 22.4［ m3 ］= 0.536［ kg/m3 ］

. × = m
=

[kJ/kg]



= 1.867C + 0.+ × × −

JIS S 3031 の場合
[m3 /kg］ %

(mass)

[℃]
[kJ/kg]

%(vol)%(vol) [kJ/m3 ℃］

%
(mass)

1kmolの「C」が燃焼した場合の体積は、
質量：12 kg で 体積：22.4 m3 （CO、 CO2とも）

⇛ 22.4［ m3 ］/ 12[kg] = 1.867［ m3/kg ］

EN式の分子にある「0.536」は 「1.867」の逆数

⇛ 1 / 1.867 = 0.536

よって、「  」第一項と「  」は 完全に同義



と EN14785および16510では、

• 実際のプロットから回帰計算
等で導いたと思われる。※

• そうした式の導出の特徴ゆえ、
有効数字にまったく寄与しな
い程度の位まで計算する式に
なってしまっている。

ここで、誤解なく認識しておき
たいことは、

• これらの式は、
「科学的※」ではあるが、
「化学的」に導かれたもの

ではない、ということである。
※「工業数学」の基本的なテクニックである。

※参考：「燃焼ガスの熱力学的諸性質の実用簡易計算法について」
西川ら、 1980/03/08



と
・限定範囲でリニア（一次）な
近似式で導けそうである。

・定圧比熱 ∝ 温度差
・定圧比熱 ∝ ガス成分濃度差

・実用範囲で、近似式が成立す
れば、実用上、十分に機能する
式となる。

・CO2濃度項を加えた近似式が
作れれば、ひとつの式で（左図
すべての「線」に相当する）排
ガス定圧比熱を算出できる。

木質ボイラでの実測値 『ボイラ研究』第351号2008年 「ボイラ排ガスの比熱 その（6）」
八木橋多門氏による寄稿



と

かつては、実測データからの近似式の導出は、
（工業）数学的専門性がないと困難であったが、
現在はExcelの基本機能のひとつ。

一見ランダムなプロットからでも比較的精度の
高い近似式が容易に導ける。

変数が２つある式になるが、簡易な近似式を採
用してよいか？

以降、Excelで。



JIS S 3101 数表をグラフ化（全プロット）

CO2（%）

[kJ/m3℃］

[℃］



[kJ/kg℃］

[℃］



= 12,644 × CO × −0.536 × +
[kg/m3] %(vol)

%
(mass)

[kJ/kg]

%(vol)

%(vol)

%
(mass)

CO×[ ] にて、Qa 同様に 体積→質量換算

≅  COの発熱量（12,630［kJ/m3N］）と近い数値

[kJ/m3N]

[kJ/kg]



燃えさしの評価

     試験燃料燃焼量あたり格子を通過した残渣物の炭素の含有割合
がわからないと「  」、「  」とも計算できない。

・ （熱損失としての寄与はわずなので）固定値として扱うか → 薪
・ 都度の実測結果から計算するか → ペレット

燃えさし

燃えさし中の可燃分

ペレット全量 R ：燃えさし / ペレット全量 ×100［%mass］
b ：燃えさし中の可燃分 / 燃えさし ×100［%mass］

Cr：燃えさし中の可燃分 / ペレット全量 ×100［%mass］



燃えさしの評価

= ［燃えさし中の可燃分の単位発熱量］ ×

燃えさし

燃えさし中の可燃分

ペレット全量 R ：燃えさし / ペレット全量 ×100［%mass］
b ：燃えさし中の可燃分 / 燃えさし ×100［%mass］

Cr：燃えさし中の可燃分 / ペレット全量 ×100［%mass］

[kJ/kg]

= b × R / 100
ENでは、「335」
陸用ボイラー熱勘定 では、「339」



燃えさしの評価

= ［燃えさし中の可燃分の単位発熱量］ ×
[kJ/kg] ENでは、「335」

陸用ボイラー熱勘定 では、「339」

・「純炭素」 とするなら （生成）燃焼熱394kJ/mol 、12g/mol より、
→ 394ｋJ/12g / 10-3kg/g = 32,833 ｋJ/kg
→ 32,833 / 100 = 328.33 ≒ 335 、339

ここではJIS引用できる「339」でよいのではないか？

JIS B 8222-1993 陸用ボイラ－熱勘定方式

(6) 燃殻中の未燃分による熱損失
燃殻中の未燃分による熱損失L4は，次の式によって求める。

L4＝339c2 kJ/kg
※C2は「未燃炭素分」



１ 木質ペレットストーブが省エネ基準対象設備になることの意義
２ webプロ掲載後の実情
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２ webプロ掲載後の実情

2-1 一次エネルギー換算はどうなった？
2-2 ペレットストーブを採用すると一次エネルギー消費量等級
を満たせない？



• ２ webプロ掲載後の実情

2-１ 一次エネルギー換算はどうなった？
• 期待していた一次エネルギー換算における非化石評価は組み入れられなかった

• 表向きは「改正省エネ法で、非化石含むすべてのエネルギー源を“エネルギー”と定義
し、すべてのエネルギー消費量を減らす方向性」ということらしい？？？

• 非化石エネルギーへの転換（優遇措置）は計画されているが、いつ実現するか不明

• （想像）木質バイオマス（ペレット）を、LCCO2でみて、どのように評価すればよい
か未検討のため

• （想像）今後、住宅の省エネ評価をLCA（LCCO2）に統合していく計画があるため

• ある意味、「時代が変わった」のだと思う。

• しかし、それでよいのか？



• ２ webプロ掲載後の実情

2-２ ペレットストーブを採用すると一次エネルギー消費量等級を満たせない？

• 化石同等だとしても、高断熱化の進展によって一次エネルギー消費量等級 「4」

（BEI値 ≦ 1.0）を満たすことは容易（業界に実害はないのでは？と踏んでいた？？？）

• 次なる問題は、「2030年の（一次エネ）等級5」の義務化か？

• しかし、新築住宅分野の高断熱化への取り組みは既に進展しており、一次エネルギー消費量等級

6以上の「誘導基準（BEI ≦ 0.8（▲20%））」を標準にしているビルダーが増えており、そうい

う志向性のビルダーがペレットストーブを採用してきた傾向がある

• ペレットストーブが選択されない 傾向を感じている

• 「ダメな設備」と認識され、今後、検討にすら上がらなくなる可能性を感じている

• 強い危機感、危惧をもっている

• 期待できなくなり、撤退を決めたメーカーあり

• 参考 公的に認められた省エネ住宅が受けられる優遇措置



建築研究所
「住宅に関する省エネル
ギー基準に準拠したプログ
ラム」現行版

現在の計算結果は「化石燃
料同等」
一次エネ等級４BEIを満たす
には他の省エネ設備の数値
で稼がなければならない



エコまちBEI
一次エネルギー消費
量PS

設計一次BEI基準一次設計一次基準一次設計一次
定常時消
費電力

点火時消
費電力量熱効率熱出力暖房暖房方式UA値断熱等級地域

69.31.1759.569.313,38324,41813415563.712.5PS
居室のみ
を暖房0.8746

58.30.9859.558.313,383設置しない0.87

58.80.9959.558.813,935エアコン
居室のみ
を暖房0.87

58.40.9959.558.413,520その他暖房／薪ストーブ
居室のみ
を暖房0.87

1.0559.56213,38316,41413415563.712.5PS
居室のみ
を暖房0.656

0.9759.557.413,38311,50713415563.712.5PS
居室のみ
を暖房0.4666

0.9159.553.813,3837,35813415563.712.5PS
居室のみ
を暖房0.2676

0.8550.53,986設置しない

0.8650.64,156エアコン
居室のみ
を暖房

0.8550.54,031その他暖房／薪ストーブ
居室のみ
を暖房

webプロ入力結果

・断熱等級を「６」まで上げないと一次エネ等級「４」のBEIに達しない

・「その他暖房」なら「４」クリア。▲20%も組み合わせ次第で
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３ 見込み

• 高断熱化により暖房目的のエネルギー消費量は著しく低下でき
る可能性

• どの程度までの外皮性能強化が必要か？
• 民生 残る課題は「給湯」か？
• 電力・蓄電偏重の基本計画



『だん』 2023年通巻15号 新建新聞社・新建ハウジング より



クローズアップ現代 「家が暑い!どうする?地球沸騰化時代の住まい“断熱”の効果は」初回放送日：2024年9月2日より



JCCCA 全国地球温暖化防止活動推進センター







「更なる省エネ・非化石転換・DRの促進に向けた政策について」2025年5月12日 資源エネルギー庁



出典：https://dynabook.com/pc/business/detail/peak_shift/peaksft.htm

電力使用ピーク
から考える

電力不足が懸念
されるのは、夏
ではなく冬に
なって久しい



出典：HEMSデータを活用した家庭用エネルギー診断の累積効果
八木田 克英（東京大学生産技術研究所）



https://htb-energy.com/article/price/a36
ソースは環境省の統計とのこと。
出典：HTBエナジー

一般的な家計では、
年２回（夏・冬）
電力使用量ピークが発生す
る。

※電化の進展で冬の
方が電力消費量は増
えている。
期間も長い。

月別平均電気使用量 これは世帯の平均です。



ペレット/薪ストーブ使用
で冬場の電力使用ピーク
カットに寄与する

事例 １ 2024年1月29日
（小林自邸）
最低 -4.3℃
平均 +3.1℃



ペレット/薪ストーブ使用
で冬場の電力使用ピーク
カットに寄与する

事例 2 2024年1月23日
（小林自邸）
最低 +4.0℃
平均 +9.8℃

エアコン暖房使用のケース

夜、アイロンかけたかも？



小林自邸
年間の消費電力量
（折れ線）

通年でもペレット/薪ス
トーブ使用で、

冬の電力使用量は春秋同
等となる
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４ why
• 「京都議定書から何年経ってんだよ！」
• 政策・政治のグランドデザイン（バックキャスティング）視点が薄い？
• 原単位、原発依存、森林吸収に頼りすぎ、新しい時代の制度や産業を構築できず、
• 常に補助金依存体質、ゴール設定なしのその場しのぎ、
• 政策の効果、課題の総括なし
• グランドデザインの欠如
• 本当は、 量から質へ 転換する新しい価値、時代を創れるはず？だった？？？
•
• 「熱」政策の重要性への認知が圧倒的に足りない。認知が歪んでいる
• 再エネ＝再生可能エネルギーで発電した電力 だと 概ね扱われている
• ※世界のエネルギー消費量の約半分は熱



気候変動枠組み条約 第三回締約国会議（COP3）

撮影 若かりし小林一朗



DOWAエコジャーナル

日本の主張は「日本の効率性の高さ」、
「省エネ先進国」
「効率の悪い他国で削減しないと意味
がない」 絞りきった雑巾

実質的な削減は模索せずに原子力と森
林吸収、不足分は京都メカニズム（排
出量取引、CDM（クリーン開発メカ
ニズム）、共同実施）で乗り切ろうと
し、低炭素社会に転換する発想が皆無
（クールビズとか）

→ 森林経営が「森林吸収」を認めら
れるためには必須となり、間伐と間伐
材利用が急拡大する

（90年比）-20％で合意、スタート切
れるか、という時代

ドイツ 緑の党、FIT、再生可能熱法
イギリス スターンレビュー
北欧諸国のエコロジー税制改革

京都議定書の時代



パリ協定の時代 「カーボンバジェット」とは？

DOWAエコジャーナル

2015年採択
2016年発効

グレタ・トゥンベリさ
んに触発された世界の
次世代・若者たちが、

「あと10年！」
をキャッチフレーズに
したのは、カーボンバ
ジェットの視点からで
す。



英国政府が、2005年7月の主要国首脳会議を受け、ニコラス・
スターン元世界銀行上級副総裁（現在は英国政府気候変動・開
発における経済担当政府特別顧問）に作成を依頼した、気候変
動問題の経済影響に関する報告書。2006年10月に公表された。

報告書では、気候変動問題に早期に断固とした対
応策をとることによるメリットは、対応しな
かった場合の経済的費用をはるかに上回ること、
具体的には、対策を講じなかった場合のリスク
と費用の総額は、現在及び将来における世界の
年間GDPの5％強に達し、より広範囲のリスク
や影響を考慮に入れれば、損失額は少なくとも
GDPの20％に達する可能性があること、これ
に対し、気候変動の最大要因である温室効果ガ
スの排出量を削減するなど対策を講じた場合の
費用は、世界の年間GDPの1％程度で済む可能
性あることが示された。

その対応として、今すぐに行動を起こして、現在の大気中の温
暖化ガスの排出量レベルを2050年までに少なくとも25％削減
する必要があること、その場合二酸化炭素の濃度は500から
550ppmに抑えられる（現在は430ppm）こと、究極的には
80％の削減が必要であることが報告されている。また、政策立
案者は最も安くつく経済的削減手段を作成する必要があるとし
て、長期的ゴールについての相互理解と対応策の枠組みに関す
る合意をもとに、国際規模で気候変動に対応することを求めて
いる。さらにその枠組みには、国内排出量取引、テクノロジー
協力体制、森林伐採を減らすための対応策、順応化、が含まれ
るべきであるとしている。

EICネット
2008年？？？ 放送



ＮＨＫスペシャル
「激変する世界ビジネス
“脱炭素革命”の衝撃」

パリ協定をきっかけに、二
酸化炭素の排出量を実質ゼ
ロにする“脱炭素”社会に向
けて大きくかじを切った世
界。アメリカの協定からの
脱退表明にも関わらず、巨
大企業は“脱炭素”を掲げ、
マネーの流れも大きく変わ
りはじめている。この動き
を決定づけたのは、世界最
大の二酸化炭素排出国、中
国が“環境大国”を目指し始
めたこと。これまで環境先
進国を標ぼうしてきた日本、
そして日本企業は生き残る
ことができるか？ 最前線
を描く。

2017年12月17日放送



何が起きているのか？ 社会の質的変化？
• 化石燃料拡大再生産文明から、再生可能、循環社会への移行（ま

だ転換とは言わない）

• 「科学」の成果を政策（方向性）に反映

• “学習曲線”に則り、太陽光発電、風力発電の著しいコスト低減

• それを活用する創意工夫 VPP、電力市場改革

• 再エネ社会に合致する社会への移行

• “外部性”として価格に反映されていないかった“負のコスト”の市
場へのビルトイン



諸外国の再生可能エネルギー政策の調査 成果報告書
平成２６年１２月 東京海上日動リスクコンサルティング株式会社



京都大学大学院 再生可能エネルギー経済学講座
No.122 ドイツの熱の脱炭素化戦略 2019年4月11日
ドイツ在住エネルギー関連調査・通訳 西村健佑
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５ どうするか？
• 関係各団体、サプライチェーンに関わる皆様と協働し、一日も早い適切な省エネ評価を獲得した

い！
• ストーブが「化石同等」のままだと、地域熱供給、CHP、木質ボイラー、熱取引などの関係各分

野の評価も矛盾を抱えるか、進展を阻むものになる（と思われる）
• 住宅・暖房分野以外の関係者からご意見をいただきたい
• 非住宅のLCAは早期に実装されていく見込み
• 住宅のLCAは？
• 「お待たせしました！木質ペレットストーブのLCAが定まりました！どんどん推進してくださ

い！」
• 「あのぉ、既にウチの業界縮小しまくってしまって、業界団代として取り組む余力がありません。

崩壊してます。。。だから言ったじゃないですか！」
•
そこで、とにかく！
• 「暖房」が生死に関わる地域
• 冬期の太陽光発電の発電量が著しく低下する地域
• 寒冷地特例 などの暫定制度を用意して、業界の崩壊を食い止めたい

8/7 東京シンポジウム ＠オリンピックセンター
10/10 北海道（旭川）シンポジウム
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６ 改正建築物省エネ法が 新規技術の発展を阻害する「規制の虜」に
ならないために
• 既存技術や既に市場化を終えている業界しか「JIS化が大前提」の条件を満たせない

• 新規のエントリー自体を阻害し、古びた従来分野の「虜」になっていないか？
• 環境分野に大きく貢献する技術やサービスは、既存の制度の枠組みになじまない（場合がある）

• そうした「未評価技術」を一律に足切り規制（JIS取得が条件等）してしまうと、新規の有効な技
術やサービスを拡げ、社会変革を起こす機会を逸してしまう

• 既に、一定以上の実績のあるペレットストーブは、多面的にみて、少し公的に助力し、推進するに
ふさわしいアイテムであると私は確信している

• 「優遇」は求めていない。「適切」な助力、それ以降は制度を使った間接的な支援のあり方はない
だろうか？

• 省庁の問題か？本来は「政治」の問題である

• 政治を動かし、官僚が知恵を働かせ、いきいきと創造的な仕事をできるように、ことこの分野につ
いては世論を喚起していくべきである

• 関連の皆様との協働を呼びかける。よろしくお願いします！



林野庁 「林業経営と林業構造の展望」より



林野庁ホーム
ページより



林野庁 「木質バイ
オマスエネルギーの
利用推進について」
より



本日は機会をいただきありがとうございました。


